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1. はじめに 
 国土交通省航空局によると、航空は経済産業活動や国

民生活を支える基盤であり、国内外の交流の活性化には

不可欠である。日本の航空産業が発展することは、我が

国の産業や都市の国際競争力の強化、訪日外国人観光客

の増加、そして日本全国の地域活性化に貢献できる。ア

ジア圏においては、航空需要の伸びは今後も堅調になる

と予測されている 1）。一方で、日本の人口は減少傾向

にあり、国内経済の規模縮小によって国内の航空需要が

減少する可能性がある。こうした状況に対応するには、

拠点空港であるハブ空港での国際線の乗り継ぎ需要を取

り込む必要があり、アジア圏におけるハブ空港としての

地位確立が求められている。国内において、成田国際空

港は代表的なハブ空港の一つであり、成田国際空港株式

会社によると、全利用者の約 2 割が国際線の乗り継ぎを

行っている 2）。しかし、これまでの研究では、ハブ空

港での航空機の乗り継ぎを考慮しているものは少ない。

空港運営会社の利益の観点から、正確な利用者行動を考

慮することは、便数や利用者数の増加につながる可能性

がある。結果として、空港に携わる従業員の雇用を創出

したり、ハブ空港としての国際的な地位を確立したりす

るなどの効果が考えられる。 
空港の競争市場を扱う研究として、竹林ら 3)は、国際

航空旅客輸送市場の構造分析を行い、航空会社と旅客か

ら構成される完全競争市場をモデル化している。このモ

デルでは構成されるモデルに空港運営会社が含まれてお

らず、乗り継ぎについても考慮されていない。Tani et 
al.4)は、空港の一括民営化による航空市場の変化を、旅

客と空港事業者と航空会社から構成される市場をモデル

化し旅客の行動を分析している。しかし、このモデルは

空港運営会社をモデルに含むが、協力市場をモデル化し

ており、競争市場モデルではない。 
そこで本研究では、航空会社の利潤最大化行動およ

び乗り継ぎ行動を含んだ旅客の航空会社と航空便の選択

行動を考慮し、空港運営会社が利潤を最大化するような

空港間の競争を表現するモデルを提案する。 
 
2. モデルの概要 
以降、リンクは航空会社ごとの路線を指し、１本以上

のリンクから構成されるパスは旅客の利用する経路を指

すものとする。 
例えば、図-1 において、出発空港𝑟 = 𝑟1から、到着空

港𝑠 = 𝑠1まで向かう場合、リンク𝑖1,𝐴と𝑖2.𝐴を通るパス、

𝑖1,𝐵と𝑖2,𝐵を通るパスと、𝑖3.𝐴と𝑖4,𝐴を通るパスが挙げられ

る。 

 

図-1 航空ネットワークモデル図の例 
 
本研究で提案するモデルではステークホルダーとして

旅客、航空会社、空港運営会社の三者を想定する。また、

三者に対してそれぞれ以下の仮定を適用する。 
 
⚫ 旅客には二区間搭乗する（ハブ空港で乗り継ぎを

する）旅客と一区間のみ搭乗する旅客がいるもの

とする。 
⚫ 出発空港と到着空港の間には直行便がなく、二区

間搭乗する旅客は自らの効用を最大化するように

パスを選択する。 
⚫ 二区間搭乗する旅客が選択する航空会社は、トリ

ップを通して変更することはできないものとする。

例えば図-1 において、リンク𝑖1,𝐴と𝑖2,𝐵を通るパス

は存在しないものとする。 
⚫ 一区間のみ搭乗する旅客は自らの効用を最大化す

るようにパスを選択する。例えば図-1 において、

出発空港𝑟 = 𝑟1からハブ空港ℎ = ℎ1までの移動を行

う旅客も考慮する。 
⚫ 航空会社は自らの利潤を最大化するように各リン

クにおける航空便の運航頻度と運賃を決定する。 
⚫ ハブ空港を持つ空港運営会社の利潤最大化問題の

みを考慮する。したがって、本モデルではハブ空

港の着陸料のみが未知変数となる。 
⚫ ハブ空港 1つにつき 1つの空港運営会社が存在し、

個別に運営を行うものと仮定する。 
 図-2は、モデル内の三者の関係を示す。各ステークホ

𝑖 = 𝑖1,𝐴 出発空港

𝑟 = 𝑟1 
到着空港

𝑠 = 𝑠1 

ハブ空港

ℎ = ℎ1 

ハブ空港

ℎ = ℎ2 

𝑖 = 𝑖2,𝐴 

𝑖 = 𝑖1,𝐵  𝑖 = 𝑖2,𝐵 

航空会社 Aによって運航

されるリンク𝑖 = 𝑖𝑁,𝐴 

航空会社 Bによって運航

されるリンク𝑖 = 𝑖𝑁,𝐵 
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ルダーの行動は相互に影響し合い、旅客と航空会社の間

には、旅客が航空便を運航する航空会社に運賃を支払う

関係が存在する。航空会社と空港運営会社の間には、空

港運営会社は着陸料を決定し、それに応じて航空会社が

航空便の運航頻度と運賃を決定する関係が存在する。航

空会社は航空機を着陸させる度に空港運営会社に対して

着陸料を支払う。 
 

 
 

図-2 モデル内の三者の関係図 
 
そのため、航空会社が十分な需要が見込まれるリンク

において航空便の運航頻度の増加させることで、空港運

営会社は着陸料による収入が増加し、利潤が増える関係

が存在する。また、空港運営会社が着陸料を値下げする

と、航空会社は運賃を値下げでき、結果として乗り継ぎ

先としてその空港が選ばれやすくなることを表現できる。 
 本研究で提案するモデルでは、初期値として各リンク

における航空便の運航頻度や運賃、着陸料を設定し、以

下のサイクルで計算を行う。 
手順1. 旅客がパスを選択し、選択した航空会社に対し

て運賃を支払う。 
手順2. 航空会社は着陸料を空港運営会社に支払う。 
手順3. 空港運営会社は得た利潤をもとに、着陸料の変

更を行う。 
手順4. 着陸料の変化に伴って航空会社が各リンクにお

ける航空便の運航頻度や就航の可否、運賃を変

化させる。 
以上を 1 サイクルとする計算を繰り返し、空港運営会

社の利潤の計算を行う。また、本研究ではいずれのサイ

クルにおいても手順 3 において空港運営会社は着陸料の

変更を行うこととする。さらに、複数の需要変化シナリ

オを設定し、そのそれぞれにおいて着陸料と運賃を最適

化する。 
 
3. モデルの定式化 
 モデルを定式化するにあたって、旅客のパスの選択や

航空会社と空港運営会社の利潤最大化について定式化を

行う。それぞれの定式化は Tani et al.4)で行われており、

本研究はそれをもとにする。 

 
3.1 記号 
本稿で用いる主な記号は以下に示す通りである。 

 
𝐼 リンク𝑖の集合 
𝑁 航空会社𝑛の集合 
𝐻 ハブ空港運営会社ℎの集合 
𝐾 機材の種類𝑘の集合 

Ω OD ペアの集合 
𝑟 出発空港(出発ノード) 
𝑠 到着空港(到着ノード) 
𝐽𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠 ∈ Ωのパス𝑗の集合 
𝑢𝑗,𝑛

𝑟𝑠  旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠まで移動す

るとき航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠

を利用するときの効用 
𝑡𝑖 リンク𝑖 ∈ 𝐼の所定の飛行時間 
𝑡ℎ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻における最小乗り継ぎ時間  

𝜆 0 < 𝜆 < 1の値をとるパラメータ 
𝐶ℎ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻の空港容量 
𝑤𝑘 機材𝑘 ∈ 𝐾の座席数 
𝑡ℎ𝑜 ハブ空港ℎ ∈ 𝐻においてほかの航空機がい

ないときの出発から離陸まで、または着陸

から到着までにかかる時間 
𝑡𝑏0 ハブ空港ℎ ∈ 𝐻において乗客がいないとき

の搭乗開始から出発まで、または到着から

降機が終了するまでにかかる時間 
𝑝𝑗,𝑛

𝑟𝑠  旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠までの移動

に航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠を選

択する確率 
𝑓𝑗,𝑛

𝑟𝑠 旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠まで航空会

社𝑛 ∈ 𝑁が運航するパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠を利用したと

きの運賃 
𝜇𝑖,𝑛

𝑘  航空会社𝑛 ∈ 𝑁が設定したリンク𝑖 ∈ 𝐼の機

材の大きさ𝑘 ∈ 𝐾によって運航される運航

頻度 

𝛿𝑖
𝑗  

パス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠にリンク 𝑖 ∈ 𝐼を含む場合には

1、そうでない場合は 0 になる変数 

𝛿ℎ
𝑗  

パス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠にハブ空港ℎ ∈ 𝐻を含む場合には

1、そうでない場合は 0 になる変数 
𝛿𝑖,𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁がリンク𝑖 ∈ 𝐼を運航してい

る場合は 1、そうでない場合は 0 になる変

数 
𝛿𝑖,𝑛

ℎ  航空会社𝑛 ∈ 𝑁がリンク𝑖 ∈ 𝐼をハブ空港ℎ ∈

𝐻に就航させている場合は 1、そうでない

場合は 0 になる変数 
𝜋ℎ ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻の利潤 
𝜋𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁の利潤 
𝑞𝑟𝑠 出発空港𝑟と到着空港𝑠との間の需要 
𝑞𝑗,𝑛

𝑟𝑠  出発空港𝑟から到着空港𝑠まで移動するとき

航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠を利用

するときの旅客数 
𝑞𝑖,𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するリンク𝑖 ∈ 𝐼の旅

客数 

𝑐ℎ 空港運営会社ℎ ∈ 𝐻の運営コスト 

空港運営会社 
  

着陸料の設定 
  

利潤最大化 

旅客 
  

航空会社と 
ハブ空港の選択 

  

効用最大化 

航空会社 
  

運賃の設定 
  

利潤最大化 
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𝑐𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁の運営コスト 
𝑟ℎ ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻における非航空系

事業の収入 
𝑙ℎ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻に航空機が着陸するために

必要な着陸料 
𝜃𝑛

ℎ ハブ空港ℎ ∈ 𝐻 の混雑度によって発生する

航空会社𝑛 ∈ 𝑁の追加コスト 
𝛼, 𝛾, 𝜂, 𝜈 パラメータ 

 
3.2 ハブ空港運営会社の利潤最大化問題 
 ハブ空港運営会社の利潤最大化を解くにあたり、以下

のことを仮定する。 
⚫ 空港運営会社は非航空系事業による収入と着陸料

から収入を得ていると仮定する。 
⚫ 非航空系事業の収入と運営コストは定数項として

外生的に与えられると仮定する。 
⚫ 着陸料は空港運営会社が自らの利潤を最大化する

ために自由に決定することができ、機材の大きさ

によって個別の着陸料を設定できると仮定する。 
以上の仮定に基づき、着陸料の決定問題を空港運営会

社の利潤最大化問題として定式化することができ、次の

ように表される。 
 

max 𝜋ℎ(𝒍ℎ) = 𝑟ℎ + ∑ ∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑛 ∙ 𝜇𝑖,𝑛
𝑘 ∙ 𝑙𝑖

𝑘

𝑘∈𝐾𝑛∈𝑁𝑖∈𝐼

− 𝑐ℎ 

∀ℎ ∈ 𝐻 (1)

 

where 
𝒍ℎ = (𝒍1, ⋯ , 𝒍𝑘 , ⋯ , 𝒍|𝐾|) ∀ℎ ∈ 𝐻, 𝑘 ∈ 𝐾 (2) 

𝒍𝑘 = (𝑙𝑘,1, ⋯ , 𝑙𝑘,𝑖 , ⋯ , 𝑙𝑘,|𝐼|) ∀𝑘 ∈ 𝐾, 𝑖 ∈ 𝐼 (3) 
 
ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻の収入は、非航空系事業の収入

と航空会社からの着陸料収入の合計によって与えられる。

ハブ空港運営会社ℎ ∈ 𝐻のコストは、運営コストとして

与えられる。 
 
3.3 航空会社の利潤最大化問題 
 本研究では、航空会社は自社の利潤を最大化するよう

にリンクにおける航空便の運航頻度𝜇𝑧,𝑛
𝑘 とパスの運賃

𝑓𝑗,𝑛
𝑟𝑠を決定する。航空便の座席数は与件の定数とする。

着陸料はハブ空港運営会社の利潤最大化問題によって決

められるが、航空会社の利潤最大化問題においては、所

与の定数として表される。また、運賃に関しては、航空

会社が自社の利潤を最大化するために着陸料や需要によ

って自由に決定することができると仮定する。この仮定

から運賃の決定問題を航空会社の利潤最大化問題として

定式化することができる。航空会社𝑛 ∈ 𝑁のリンクにお

ける運航頻度に関する利潤最大化問題は次のように表さ

れる。 
 

max 𝜋𝑛(𝒇𝑗,𝑛
𝑟𝑠 ) = ∑ 𝑓𝑗,𝑛

𝑟𝑠 ∙ 𝑞𝑗,𝑛
𝑟𝑠

𝑗∈𝐽𝑟𝑠

− 𝑐𝑛(𝝁𝑖
𝑛) 

∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑟𝑠 ∈ Ω (4)

 

where 

𝑐𝑛(𝝁𝑖
𝑛) = ∑ ∑ 𝜇𝑖,𝑛

𝑘 ∙ 𝑙𝑖,𝑛
𝑘

𝑘∈𝐾𝑖∈𝐼

+ 𝜃𝑛
ℎ(𝝁𝑖

𝑛)  ∀𝑛 ∈ 𝐼, ℎ ∈ 𝐻 (5) 

𝜃𝑛
ℎ(𝝁𝑖

𝑛) = ∑ 𝜂1 ∙ 𝛿𝑖
𝑛 ∙ exp (𝜂2 ∙

∑ ∑ ∑ 𝜇𝑧,𝑛
𝑘

𝑘∈𝐾𝑛∈𝑁 𝑧∈𝐼

𝐶ℎ
)

𝑖∈𝐼

∀ℎ ∈ 𝐻 (6)

 

𝒇𝑗,𝑛
𝑟𝑠 = (𝑓1,𝑛

𝑟𝑠 , ⋯ , 𝑓𝑗,𝑛
𝑟𝑠 , ⋯ , 𝑓|𝐽𝑟𝑠|,𝑛

𝑟𝑠 ) (7) 
𝝁𝑖

𝑛 = (𝜇1
𝑛, ⋯ , 𝜇𝑖

𝑛, ⋯ , 𝜇|𝐼|
𝑛 ) ∀𝑖 ∈ 𝐼, 𝑛 ∈ 𝑁 (8) 

 
航空会社𝑛 ∈ 𝑁の収入は運賃と旅客数によって与えられ

る。航空会社𝑛 ∈ 𝑁のコストは、リンクにおける運航頻

度に基づいた着陸料と空港の混雑によって生じる追加コ

ストの合計として与えられる。航空会社はリンクにおけ

る運航頻度と運賃のみを決定し、機材の大きさは外生的

に与えられるものとする。 
ここで𝜃𝑛

ℎ(𝝁)は、ハブ空港における着陸待ちなどのハ

ブ空港ℎ ∈ 𝐻の混雑に起因するエアライン𝑛 ∈ 𝑁 の追加

的費用を表し、竹林ら 3）をもとにしている。 
 
3.4 旅客の航空会社とパスの選択行動 
 本研究では、旅客のパスの選択行動ついて以下のよう

に仮定する。 
⚫ 旅客のパスの選択行動はロジットモデルで表現さ

れているものとする。 
⚫ 航空券は出発空港から到着空港まで一括で購入で

きるものし、運賃は 1 トリップの合計の運賃で表

されるものとする。 
⚫ ハブ空港では乗り継ぎのみを行い、手荷物の預け

なおしやチェックインなどの不効用は考慮しない。 
以上の仮定に基づき、旅客が出発空港𝑟から到着空港𝑠ま

での移動に航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠を利用

するときの効用𝑢𝑗,𝑛
𝑟𝑠を式(9)で定義する。 

 

𝑢𝑗,𝑛
𝑟𝑠 = 𝛼1 ∙ 𝑓𝑗,𝑛

𝑟𝑠

+𝛼2 {∑ 𝛿𝑖
𝑗

∙ 𝑡𝑖

𝑖∈𝐼

+ ∑ 𝛿ℎ
𝑗
(𝑑ℎ𝑥(𝝁𝑖

𝑛) + 𝑑ℎ𝑏(𝝁𝑖
𝑛))

ℎ∈𝐻

}

+ ∑ 𝛿ℎ
𝑗

∙ 𝛼3 (𝑡ℎ + ∑ 𝛿𝑖
𝑗

∙
1

𝜇𝑖
𝑖∈𝐼

)

ℎ∈𝐻

+ ∑ 𝛿ℎ
𝑗

∙ 𝛼4,ℎ

ℎ∈𝐻

∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑖 ∈ 𝐼, 𝑟𝑠 ∈ Ω (9)

 

 
where 

𝑑ℎ𝑥(𝝁𝑖
𝑛) = 𝑡ℎ0 ∙ 𝛾1 (

∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑛
ℎ ∙ 𝜇𝑖,𝑛

𝑘
𝑛∈𝑁 𝑖∈𝐼

𝐶ℎ
)

𝛾2

∀ℎ ∈ 𝐻 (10) 

𝑑ℎ𝑏(𝝁𝑖
𝑛) = 𝑡𝑏0 ∙ 𝜈1 (

𝑞𝑖,𝑛/𝜇𝑖,𝑛 

∑ 𝛿𝑖
𝑘 ∙ 𝑤𝑘𝑖∈𝐼

)

𝜈2

∀ℎ ∈ 𝐻 (11) 

𝑞𝑖,𝑛 = ∑ 𝛿𝑖
𝑗

∙ 𝑞𝑗,𝑛
𝑟𝑠

𝑗∈𝐽𝑟𝑠

∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑖 ∈ 𝐼, 𝑟𝑠 ∈ Ω (12) 

 
ここで式(9)の各項は、運賃、飛行時間、乗り継ぎ時間、

各空港に固有の定数を表す。𝑑ℎ𝑥(𝝁)は、ハブ空港での混

雑によって飛行機が出発してから離陸するまで、または

飛行が着陸してから駐機場に入るまでに発生する遅延時

間を表している。滑走路容量と空港を発着する便数の需
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給に基づく混雑によって遅延時間が与えられる。𝑑ℎ𝑏(𝝁)

は、機内での混雑によって旅客の搭乗や降機の際に発生

する遅延時間を表している。機材の座席数と実際に搭乗

する旅客数の間の需給に基づく混雑によって遅延時間が

与えられる。𝛼4,ℎはハブ空港ℎ ∈ 𝐻に固有の定数である。

式(12)は、リンクを移動する旅客数を示し、該当するリ

ンクを含むパスの旅客数の合計を表す。 
また、旅客の効用に、一般化極地分布に従う認知誤差

𝜺𝑛 = (𝜀1, ⋯ , 𝜀|𝑁|)を加えることで、ランダム効用理論に

基づいて、航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠の選択

確率が与えられる。誤差分布の確率密度関数は次のよう

に示される。 
 

𝑓(𝜺𝑛) = exp (− ∑ (∑ exp (−
𝜀𝑛

𝜆
)

𝜆

𝑛∈𝑁

)

ℎ∈𝐻

 ) (13) 

 
ここで𝜆は、0 < 𝜆 < 1を満たすパラメータである。旅客

が出発空港𝑟から到着空港𝑠まで航空会社𝑛 ∈ 𝑁が運航す

るパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠を選択する確率𝑝𝑗,𝑛
𝑟𝑠 は次のように表される。 

 

𝑝𝑗,𝑛
𝑟𝑠 =

exp(𝑢𝑗,𝑛
𝑟𝑠 /𝜆)

∑ exp(𝑢𝑗,𝑛
𝑟𝑠 /𝜆 )

𝑗∈𝐽𝑟𝑠

 ∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑟𝑠 ∈ Ω (14) 

 
よって、出発空港𝑟から到着空港𝑠まで移動するとき航空

会社𝑛 ∈ 𝑁が運航するパス𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠の旅客数𝑞𝑗,𝑛
𝑟𝑠 は、次のよ

うに表される。 
 

𝑞𝑗,𝑛
𝑟𝑠 = 𝑞𝑟𝑠 ∙ 𝑝𝑗,𝑛

𝑟𝑠 ∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑗 ∈ 𝐽𝑟𝑠, 𝑟𝑠 ∈ Ω (15) 
 
ここで𝑞𝑟𝑠は、外生的に与えられる出発空港𝑟と到着空港

𝑠との間の需要である。 

 
4. 数値計算 
 数値計算については 3 章で定式化したモデルについて

複数の OD 需要を設定して計算を行う。まず、運賃、着

陸料、需要の初期値を設定し、2 章で述べたサイクルに

従って計算を行う。 
 
5. まとめと今後の課題 
本研究では、航空会社の利潤最大化行動および乗り継

ぎの行動を含んだ旅客の航空会社と航空便の選択行動を

考慮しつつ、空港運営会社が利潤を最大化するような空

港間の競争を表現するモデルを提案した。数値計算の結

果については講演時に報告する。 
今後の課題としては、同一国内にあるハブ空港運営会

社が協力関係にある状態で空港を運営した場合の定式化

や、乗り継ぎを行う空港で滞在を行うストップオーバー

を考慮した旅客の効用の定式化を行うことなどが挙げら

れる。 
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